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図５．注意欠如多動症と薬物療法
４．考察
１）小学校高学年から中学校での受診増加
　受診数の増加はこのような疾患の実数が増えたた
めではなく、社会的な要因が働いている。従来、「軽
度発達障がい」と呼ばれていた障がいは知的障がい
がないか軽微である社会適応障がいであるが、社会
適応の状況は知的障がいよりよくないことが知られ
ていた。
　2004年、発達障がい者支援法が成立し発達障がい
者支援センターが各都道府県に設置されることにな
り、引き続いて2006年に学校教育法が改正され従来
の「特殊教育」が「特別支援教育」と呼ばれること
になった。これを契機に「軽度発達障がい」も「特
別支援教育」の対象となり、「発達障がい」という
用語が一般化し社会的に認知されることになった。
この結果、2007年ごろからASDやADHDの受診が増
加することになり、小学校年齢での発達障がいの理
解は進んでいるように思われる。
　2012年以降中学校年代での受診が増加しているの
は、それまで「なまけている」「乱暴」「素行が悪い」
と評価されていたこどもたちが「発達障がい」とし
て再評価され、生活指導の対象から障がい治療の対
象へと移行しつつあるためではないかと思われる。
　実際、小学校高学年から中学校で適応障がいを起
こしその後触法行為のため指導を受けているこども
たちと接触する機会が増えている。明らかなASDや
ADHDの所見があるのに支援を受けた記録がないこ
とに気づくことがしばしばある。支援が早期に十分
行われなければこの状況は改善されないと思われ
る。
　今後、支援や治療の機会がより低年齢で提供され
るための認知や療育の場を拡げ、早期に適応障がい
を軽減する努力とともに中学校領域での支援を充実
する必要がある。
２）ADHDの薬物療法の認知
　ADHDの薬物療法の導入率は69％に達している。
何よりも保護者の困り感と薬物療法の効果が認知さ
れた結果であろう。症状が重度である場合は就学前
からの服薬も選択されるようになった。特にＭＰＨ
は効果発現の速さと有効性の高さ、副作用が発現し
ても速やかに消失する安全性から受容度が高い。Ａ
ＴＸも有効度は十分なものがあるが効果発現が遅い
ため比較的には使用する対象が少なくなっている。
最近、第３の治療薬の発売が伝えられ、従来の薬物
の作用機序も解明されてきた。今後、薬物の作用機
序と症状によって使い分ける試みが行われ、薬物治
療の幅が広がるものと期待される。
　今回の集計では取り上げなかったがASDでも衝動
性やこだわり行動の軽減に薬物治療が有効であり用
いる機会が増えている。しかし、低年齢での薬物治
療には保護者の違和感は強くより安全で有効性の高
い薬物や使用法の確立が必要である。
５．まとめ
　社会的な課題もあって発達障がい領域の受診数は
－128－ 人間と文化（2017年）
増加傾向が続いている。小学校高学年以降になって
適応障がいが顕著になった状態での受診が増えてお
り、その対応は後手に回っているのが現状である。
幼児期・低学年での支援指導が不十分であることの
表れであり、今後の幼児期からの支援治療体制の充
実が急がれる。幼児期から小学校低学年での指導支
援を行える人材の育成が必要とされる。
また治療的な対応がより充実し適切な薬物療法、心
理療法が実施できる知見と人材が必要である。
（受稿 平成29年１月23日，受理 平成29年２月７日）
